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アメリカにおける障害のある子どもの
教育を受ける権利とその裁判における救済について
－Fry v. Napoleon Community Schools判決（2017年）を手掛かりに－

論　　文

織　原　保　尚

はじめに

　2017年、アメリカ連邦最高裁判所は、障害のある子どもの教育についての法である障害者教育
法（Individuals with Disabilities Education Act（IDEA））1 に関連して2つの判決を下している。
1つは自閉症のある子どもの教育について、より専門的な学校に通う費用の提供を認めたEndrew 
F.判決2である。もう１つは、IDEAに基づいて訴訟を提起する場合、事前に行政機関による聴
聞手続を経なければならないとされているところ、IDEAと他の法との領域が重複する場合に、
IDEA上の聴聞の手続を経ずに訴訟が提起できるか否かについて争われたFry判決である3。これ
ら2つの判決は、これまで下級審において判断の分かれていた点について、その論争を解決すべ
く最高裁が判断を下したものであり、社会的にも注目の大きな判決であった。本論文では、後者
のFry判決に焦点を当てる。Fry判決はアメリカ連邦法の、国内法同士の関係についての判決で
はある。しかしその理由付けの中で、提供される教育の内容やサービスについての訴訟と、学校
における設備など教育の内容とは直接関わらない訴訟を区別するなど、その理論構成には日本の
障害のある子どもの教育に関連する法制度、権利保障のあり方について、考えるヒントが含まれ
るように思われる。
　本論文は、2017年Fry判決を中心に、アメリカにおける障害のある子どもの教育を受ける権利
とその裁判における救済について分析することにより、日本の法制度への示唆を得ることを試
みるものである。以下第Ⅰ章ではIDEAの概略を紹介する。第Ⅱ章では、Fry判決に関わるIDEA
や、その他の法について規定を概観する。第Ⅲ章ではFry判決を紹介し、この判決についての評

【要　　　約】
　アメリカ連邦最高裁判決である 2017 年 Fry 判決では、IDEA に基づいて訴訟
を提起する場合、事前に聴聞などの行政手続を経るよう定められているところ、
IDEA と他の連邦法との領域が重複する場合に、それを経ずに訴訟が提起できるか
否かが争点となった。本論文は、Fry 判決を中心に、障害のある子どもの教育を受
ける権利とその裁判における救済について分析することにより、日本の法制度への
示唆を得ることを試みる。
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　アメリカ障害者教育法（IDEA）  ADA　リハビリテーション法 504 条　障害者
権利条約　　特別支援教育
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価などについても論じる。そして最後に日本法への示唆をもって、論を結ぶ。

Ⅰ IDEAの概略

1 IDEAの目的・現状
　1975年制定当時の障害者教育法の目的は、①障害のある子どもが、その特有のニーズを満たす
ために構想された特別な教育及び関連サービスを強調した無償で適切な公教育を受けることがで
きるような状態にしておくことを保障すること、②障害のある子ども及びその親又は後見人の権
利が守られることを保障すること、③州及び地方がすべての障害のある子どもの教育のために備
える援助をすること、④障害のある子どもを教育する努力の効果を評価し保障すること、である
とされた4。
　IDEAは、3歳から21歳までの子どもを対象とした、初等中等教育について定めた法である。
現在、障害者の定義については、身体障害や知的障害、そして自閉症や学習障害なども含むもの
とされている5。また、IDEAは合衆国憲法1条8節に示される支出権限条項に基づくものとされて
いる6。
　IDEAによって、特に初等中等教育においては、充実したサービスが提供されていると評価さ
れている。2018‐19年現在公立学校に通う子どもの14パーセント、約710万人が特別教育の対象
になっている。ちなみにそのうち33 パーセントの子どもにある種の学習障害があるとされる7。
IDEAに関連して使われる連邦予算は、2019年度の予算で年間約134.5億ドルである8。しかし、
障害者教育に多額の費用がかかることに関しては批判もあり、2009年最高裁判決の反対意見の中
で、公教育予算の20パーセントも占めることに批判がなされていたこともある9。

2 IDEAが求める教育
　アメリカでは、教育一般が州の管轄であり、州の予算によってなされている10。IDEAは、州
が行う障害者の教育に関して、そのための費用を連邦が州に対して援助するという法律である。
ただし、この連邦による州に対する財政援助には条件があり、法の定める条件を州の教育の内容
が満たしていなければ、援助を受けることはできないとされている11。州としては、連邦から受
け取る予算は、教育のためには必須のものであるため、法の定める条件を守らなければならない
ことになる。その条件として、（1）IEP（個別教育プログラム）の作成、（2）最も制約の少な
い環境での教育、（3）適正手続の保障、（4）無償かつ適切な公教育の提供、などが設けられて
いる。

（1） IEP（個別教育プログラム）の作成
　第1の条件は、IEP （個別教育プログラム：Individualized Education Program）と呼ばれる、
その子ども一人一人のための個別の教育プログラムを作成することである12。詳細な規定を親
と教師などが共同して作ることが定められている13。IEPには、子どもの成績を踏まえた達成目
標、教育サービスの内容や、評価の基準、日程などが含まれていなければならない。提案された
教育がIDEAに示される適切な公教育か否かは、IEPの内容によって判断される14。

（2） 最も制約の少ない環境での教育（LRE：Least Restrictive Environment）
　第2の条件は、子どもにとって、最も制約の少ない環境で障害のある子どもの教育が行われ
ねばならないということである15。すなわち通常学級で行われている教育に最も近い環境で、ま
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た、障害のない子どもと一緒に教育を受けられるような環境で、障害のある子どもの教育が行わ
れるということである。どのような場合に通常学級に入学させるのか、また通常学級と分離され
た環境の教育を提供するのかという問題は、多くの論争がある16。

（3） 適正手続の保障
　第3の条件は、不服申立に関連して適正手続が保障されていることである17。①子どもの教育を
提供される場所を変更することに関しての、親や後見人への告知18、②｢公正な適正手続による聴
聞｣の権利19、③学校におけるすべての関連記録を閲覧する権利、④独立の評価に対する権利20、
⑤最初の適正手続による聴聞が地方または州教育委員会によってなされ、それに不服があった場
合に、州教育委員会に対して不服請求をする権利、そして、州教育委員会の判断に不服があった
場合に、州や連邦裁判所に提訴をする権利21、が保障される。このような聴聞手続は、子どもに
とって適切な公教育を実現し、また、前述の子どもにとって最も制約の少ない環境を保障するた
めにも重要である。親には、聴聞において、子どもの障害の発見、評価や教育を提供される場所
や、子どもに対する無償かつ適切な公教育の提供に関して不服を申し立てる機会と、それらに関
係する問題に関して、不服を提出する機会が保障されている22。一方でIDEAでは後述するよう
に、これらの行政手続を尽くさなければ、訴訟を提起することはできない構造になっている。

（4） 無償かつ適切な公教育（FAPE:Free Appropriate Public Education）の提供
　第4の条件は提供される教育は無償かつ適切なものでなくてはならないということである23。そ
して「無償かつ適切な公教育」という文言の定義として、
　「無償かつ適切な公教育」とは、「特別な教育」および「関連サービス」であって、

（A）公費により、公の監督・指導の下で、かつ無料で提供されてきており、
（B）州の教育機関の基準に合致し、
（C）関連の州における適切な就学前、初等または中等の学校教育を含み、かつ、
（D）法に基づき要求される個別教育プログラムに従って提供されるものをいう。

　無償かつ適切な公教育を構成する「関連サービス」については、以下のように定義がなされて
いる24。
　「関連サービス」とは、輸送並びに障害のある子どもが特別な教育から利益を受けることを援
助するために必要とされうる発達、矯正その他の面の支援サービス（言語病理学、聴覚サービ
ス、通訳サービス、心理学サービス、物理療法、作業療法、治療的レクリエーションを含むレク
リエーション、ソーシャルワークサービス、障害のある子どもがその個別教育プログラムにある
ような無償かつ適切な公教育を受けられるようにするための学校看護師サービス、リハビリテー
ションカウンセリングを含むカウンセリングサービス、オリエンテーション、移動サービス、医
療サービスを含む。ただし、医療サービスは診断及び評価のみを目的とするものでなければなら
ない） をいい、子どもの障害の状態の早期発見・評価を含む。

　一方で、「無償かつ適切な公教育（以下FAPE）」という文言は、解釈できる範囲が広いた
め、障害のある子どもがどのようなサービスを受けることができるのかを議論するに際し、常に
議論の対象となってきた部分でもある。
　FAPEについて、1982年Rowley判決25で連邦最高裁は、聴覚障害があるが、平均以上の成績を
修めていた当時小学2年生の子どもが、手話通訳者の提供を求めて争われた事例において、障害
のある子どもが、ある程度の教育的利益（some educational benefit）を提供する教育に、アク
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セスできるようにすることが立法意図であることを強調し、教育的利益を得ているかどうかの
判断において、「基礎的な機会（basic floor of opportunity）」を提供することが求められると
し、進級をしていることなども判断の要素として手話通訳者提供がなくても「無償かつ適切な公
教育」の条件に反しないとした。
　Fry判決と同年に下されたEndrew F.判決では、小学校4年生で自閉症のある男の子の教育内
容として、Rowley判決のように進級が合理的な見通しとならない場合、IEPは進級を目指すもの
である必要はなく、IDEAは、FAPEについてIEPを通じて、特定の子どもの特別なニーズに合
わせて作成されるものであることを求めており、「単に最低限以上のもの（merely more than 
de minimis）」の基準以上のもので、子どもがその状況に照らして適切な進歩をすることができ
るように、合理的にカリキュラムが作られた教育プログラムを求めているとしている26。

Ⅱ Fry判決に関わる法制度

　アメリカ連邦最高裁判所で下されたFry判決は、それまで下級裁判所において判断が分かれて
いた、IDEAと、1973年リハビリテーション法504条27(Rehabilitation Act Section　504 (以下504
条))、1990年ADA28（障害をもつアメリカ人法,Americans with Disabilities Act）との関係につ
いての判断を下した判例として注目される。すなわち、IDEAには慰謝料などについての損害
賠償の規定がないが、504条やADAにはその規定があるため29、障害のある子どもの学校教育に
関連したことがらで、慰謝料などを求める場合に、どの法を基礎に訴訟を行うのか。そして、
IDEAには、訴訟を提起する前に、聴聞などの行政手続を尽くさなければならないという規定が
あるが、504条やADAにはない。そのため、行政手続を尽くすことなしに、504条やADAを根拠
に慰謝料などを求めることができるか否かが問題となった。本章ではそれぞれの法の概略を見
る。
  
1 1973年リハビリテーション法504条
　1973年にリハビリテーション法の一部として成立した504条は、アメリカ連邦法としてははじ
めての、障害を対象とした一般的な差別禁止法である30。504条は、範囲の広い市民権法であり、
憲法の平等保護条項やデュープロセス条項に反さないように、教育活動に対しても連邦予算を支
出することを求めている。504条の条文には、「合衆国において、第7条（20）で定められた障害
のあるいかなる個人も、単に障害者という理由で、連邦政府の財政援助を伴ういかなる施策、な
いしは事業、またすべての執行機関やアメリカ合衆国郵便公社によるいかなる施策、ないしは事
業への参加において排除されたり、その利益を享受することを拒否されたり、ないしは差別され
てはならない」とある。これは、一定の行為を禁止する法であり、障害者を直接援助するもので
はない。また、この法の主な領域は雇用の部分である。しかし、この法の成立は当時まだ成立し
ていなかった、1975年障害者教育法成立を後押しするものとなった。当時の連邦保健教育厚生省
31は504条の範囲には、教育も含まれると解釈し、1977年には504条の施行規則を制定するに際し
て、504条の文言の解釈を、障害者教育法の内容に合致させるようなかたちで発表している32。ま
た、504条の規則内では、FAPEについても触れられており、FAPEのために「障害を有する者
の個々の教育的ニーズを，障害を有しない者のニーズに一致するようにデザインされた通常のま
たは特別な教育及び関連する援助及びサービスの提供」を求めている33。IDEAにおけるFAPEの
定義とは文言が異なることにも注意が必要である34。
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2 1990年ADA
　1990年に成立したADAは、雇用、公共サービス、公共施設、電話通信などの場において障害
者を差別することを禁止する法である。その目的として「障害のある個々人への差別の撤廃に向
けて、明確かつ包括的な国家命令を定める」ことなどが挙げられている35。障害に基づく差別を
禁止することによって、障害者に対して、機会の均等、完全な参加、自立生活、経済的自足を確
保する36。前述のリハビリテーション法504条が政府の予算的支援を受けている機関や、政府機関
のサービスのみを規制の対象としていたのに対して、ADAにおいては、特に第Ⅲ編にはそのよ
うな制限はなく、全く私的な教育施設にも差別の禁止という規制がかかるようになっている。公
教育と関係する部分は主に第Ⅱ編である。その条文には、「本節に従い、適格性を有する障害の
ある個人は、その障害を理由として、公共機関のサービス、プログラム、活動への参加から排除
され、又はその利益を拒否されることがあってはならず、又はかかる機関による差別の対象と
なってはならない」とある37。

3 IDEA1415条（l）
　IDEAは、前述のように手続に関しても充実した規定をもっているが、その1415条（l）にお
いてADAやリハビリテーション法との関係について定めている。すなわち、IDEAの内容は、
憲法、ADA、リハビリテーション法第Ⅴ編、またはその他の連邦法の下で利用可能な権利、
手順、および救済を制限または制限するものと解釈されないとする。その上で、ただし前述の
IDEA以外の法に基づいて、救済を求めて民事訴訟を提起する場合には、それ以前に、聴聞など
の手続をIDEAに基づいて提起される訴訟と同程度にまで尽くされなければならないと定めて
いる。つまり、IDEAとADA、リハビリテーション法504条などの、救済の範囲が重複する法に
よって救済を求める訴訟を提起する場合には、IDEAの定めるように訴訟前の聴聞などの手続を
尽くすことが求められているというわけである。
　この点については控訴裁判所において、Fry最高裁判決以前には異なる2つの方向性のアプ
ローチの判決が下されていたという指摘がある38。1つは、権利侵害中心（injury-centered）の
アプローチであり、もう1つが救済中心（relief-centered）のアプローチである。Fry事件が係属
した第6巡回区控訴裁判所をはじめ多くの控訴裁判所は権利侵害中心のアプローチをとっていた
が、第8巡回区、第9巡回控訴裁判所は、救済中心のアプローチを採用していた39。
　第7巡回区控訴裁判所は、Charlie F.v. Board of Education of Skokie School District、判決40

において、「IDEAの下で利用可能な救済」という文言に焦点を当てた。この文言に基づいて、
裁判所は親の「主張の性質」として、申し立てられた権利侵害がIDEAによって救済されるよう
なものである場合は、常にIDEAの下で救済が利用可能であり、親は行政手続を尽くす必要があ
ると結論付けた。これは「申し立てられた問題の発端と兆候が教育的である」場合は常には起こ
ることであると裁判所は説明している。したがって、権利侵害に関連するアプローチは、親の主
張が本質的に教育的であるか否かが判断基準となる。この判決に、他の多くの裁判所も同様の判
断をしているという評価があった41。
　第1、第2、第3、第6、第7、第10、第11巡回区とは異なり、第8および第9巡回区控訴裁判所
は、救済中心のアプローチを採用していた。Payne v. Peninsula School District判決42において、
第9巡回区控訴裁判所は、権利侵害中心のアプローチをよりも、救済中心のアプローチがより適
切にIDEAの行政手続を尽くす要件の意味を反映しているとした。その後、第8巡回区控訴裁判
所は第9巡回区控訴裁判所のPayne判決と同様の判断をしている。
　Payne判決において、第9巡回区控訴裁判所は、IDEAの行政手続を尽くすという要件は、原告
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の実際に求めている救済が、IDEAによって提供されうるという範囲でのみ適用されるとしてい
る。重要なのは、原告が実際にIDEAの下で利用可能な救済を求めたか否かであり、原告の求め
る救済が、IDEAの下でも利用可能か否かによって、行政手続を尽くす要件がかかるかどうかが
決定されるとする43。 
　親がADAやリハビリテーション法504条に基づいて金銭的賠償を求める場合、救済中心のアプ
ローチと権利侵害中心のアプローチでは、結論が異なる場合がある。ADAと504条には慰謝料な
どについての金銭的賠償の規定があるが、IDEAにはそのような規定がない。そのため、救済中
心のアプローチを用いた場合、原告が金銭的賠償のみを求める場合、行政手続を尽くす必要はな
くなる。一方、権利侵害中心のアプローチを用いる場合は、原告の主張が本質的に教育的である
場合、行政手続を尽くすことが必要になる44。

Ⅲ　Fry判決

1 事実の概要
　原告Ehlenaには重度の脳性麻痺があり、運動能力と、移動の能力に大きな制約があった。
2008年、彼女が5歳の時に、両親は医師の勧めによって、サービス犬として訓練されたWonder
という名のゴールデンドゥードルという種類の犬を、彼女のために購入した。Wonderは彼女が
可能な限り自立して生活することができるように、落とした物を取ったり、歩行器を使用する際
にバランスを補助したり、ドアを開閉したり、照明のスイッチを切り替えたり、コートを脱ぐの
を助けたり、トイレの際の移動を助けたりと、様々な生活の場面において支援をした。また両
親の主張では、WonderはEhlenaの独立心や自信を養い、社会的障壁を乗り越えることに役立つ
ものだとしている45。しかし両親が、彼女が幼稚園に入学する際にWonderの同伴を求めたとこ
ろ、Ezra Eby小学校はそれを拒否した46。2010年1月にIEPチームにより会議が行われたが、彼女
のFAPEのためにはWonderの同伴は必要がないと結論付けられた。EhlenaのIEPの下では、1対
1の人的サポートが一日中付いており、学校関係者は、Wonderによるサポートは不必要と考え
ていた。その年の後半Wonderは一時的に同伴を認められたが、授業中は教室の後ろに留まり、
訓練されたことであってもEhlenaを支援することは禁じられていた。そしてその期間の終了後
は、再びWonderが来ることはふさわしくないこととされた。その結果両親はEhlenaをEzra Eby
を退学させ、家庭学習に切り替えた。
　その後両親は、アメリカ教育省公民権局（U. S. Department of Education’s Office for Civil 
Rights （以下OCR））に不服申し立てを行い、Ezra Eby によるEhlenaに対すして介助犬の拒否
したことは、ADA第Ⅱ編およびリハビリテーション法504条の権利を侵害すると訴えた。OCR
はそれを認め、決定書の中で、これら法律に基づく学校の義務は教育サービスの提供を超える
ものであり、学校が障害のある子どもにFAPE を提供したとしていても、これらの法律による
差別禁止に違反する可能性があるとした。OCRは、人間による補助がFAPEの基準を満たしてい
たとしても、Ezra Ebyはその禁止事項に違反していたとした。OCRは、車いすを使用する生徒
を補助者によって運ぶということを求める学校の要求を、視覚障害のある学生に対して、盲導犬
や杖を用いる代わりに教師の近くにいるように求めることに類推的に説明した。そしてこれらの
方針がFAPEを拒否しているか否かに関わらず、障害のある子どもに対する差別であり、ADA
第Ⅱ編および504条に違反していると結論づけた。OCRによる決定の後に、学校はEhlenaが
Wonderと一緒に学校に来ることを認めた。しかし、両親は校長との面会の結果、学校が彼女を
快く思わないことで、彼女が学校への復帰することが困難になることを懸念し、彼女とWonder
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を歓迎した別の学校区の公立学校に通わせることになった47。

2 下級審判決
　Ehlenaの両親は、リハビリテーション法504条とADA第Ⅱ編を根拠に、学校側がWonderを拒
否したことによってもたらされる心理的損害の賠償を主張し、連邦地方裁判所に訴訟を提起し
た。連邦地裁は、金銭的損害賠償の請求のみであっても、Wonderを学校で同伴させるためには
IEPの内容を変更することが必要であり、行政手続によって問題に対処されるべきであるとし、
行政救済を尽くすことは必要であるとして48、両親の訴えを却下した。上訴された第6巡回区控
訴裁判所も反対意見はありながらも2対1で同様の判断をしている49。控訴裁多数意見は、両親
は事実上、介助犬が許可されないことについて、彼女にFAPEを拒否したと主張しており、特
に、学校にWonderがいないことで、彼女の独立心と社会的自信について棄損をしていると暗黙
のうちに主張していると説明する50。一方反対意見においては、前述の第9巡回区控訴裁判所に
よるPayne判決が引用されている。IDEA1415条（l）が、IDEAの内容について、憲法、ADA、
リハビリテーション法などの下で利用可能な権利、手順、および救済を制限しないとした文言
について、子どもの発達はあらゆる側面が「教育的」であり、FAPEに関連しIEPに含める必要
があるとすれば、救済を制限しないとした文言の意味がなくなると説明されている。そして、
IDEA1415条（l）の規定の目的は、教育の専門家が「障害のある子どもを教育するための最良の
方法について専門家の決定」を行うことであり、子どもに車いすを利用させるか、歩行器と介助
犬を使うことを勧めるか、といった「技術的な決定」については、医師やセラピストなど専門家
が判断すべきであり、専門家ではない教育者が判断するものではなく、行政上の手続が尽くされ
たとしても、問題は解決しないことを説明している51。

3 連邦最高裁判決
　控訴裁判決はさらに上訴され、IDEA1415条（l）の行政手続を尽くす要件の範囲に関して控訴
裁判所間で判断が分かれていること対処することを目的に連邦最高裁はCertiorariを認めた52。法
廷意見はKagan裁判官が執筆し、全員一致の判決となっている。ただし、Alito裁判官による同
意意見があり、それにThomas裁判官が同調している。

（1）法廷意見
　IDEA1415条（l）の行政手続を尽くすという規則は、訴訟がFAPEの拒否に対する救済を求め
るか否かと関連する。原告がIDEA以外の法律を根拠に訴訟を提起しただけでは同条の規則を免
れることはできない。しかし、IDEA以外の法に基づいて提起された訴訟において、求められて
いる救済がFAPEの拒否に対するものではない場合、IDEA上の手続を尽くす必要はない。した
がって裁判所は、同条が適用されるか否かを決定する場合、原告の訴えが適切な教育の拒否に対
する救済を求めているか否かを検討しなければならない53。
　IDEAは個別の教育サービスを保障し、ADA第II編とリハビリテーション法504条は公的機関
に対する差別のないアクセスを保障する。それらは重複する部分もある。学校に対する訴えの趣
旨が、FAPEの拒否に対するものなのか、それとも障害に基づく差別に対するものなのか、2つ
の例示をする。①申し立てられた行為が学校ではない公共施設、公立劇場や図書館で行われた場
合、原告は本質的に同じ主張を提起できるか否か。②従業員または訪問者など大人であっても本
質的に同じ主張ができるか否か。これらができる場合は、FAPEに関連する可能性は低いが、そ
うでない場合、明示されていなくても、訴えはFAPEに関係している可能性が高い。控訴裁判所
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は、以上のような分析を行っていない54。控訴裁判所の判決は、原告の主張の本質が「教育的」
であるか否かについて検討しているが、それはFAPEが拒否されたことにについて救済を求めて
いることとは異なる。そして、その基準の違いによって結論が異なる可能性がある。その理由に
ついて重要な情報が不足しているため、この問題を差戻す55。
　原告の訴えは、Ehlenaの学校が提供する特別教育のサービスの適切性に触れることなく、障
害に基づく差別についてのみを主張している。訴えには、FAPEの拒否またはEhlenaのIEPの欠
陥に関する申立ても含まれていない。ただし、原告が以前にIDEAに基づく行政救済を求めてい
れば、主張の本質がFAPEの拒否についてであるということが立証されやすくなるが、そのよう
な点については明らかでなく、その点は、差戻審で明らかにされるべきである56。
　以上から控訴裁判所判決を破棄し、差戻す。

（2） Alito裁判官による同意意見
　学校に対する訴えの趣旨が、FAPEの拒否に対するものか、障害に基づく差別に対するもの
かを判断するための①②の2つの例示について、これは、IDEAとADAやリハビリテーション
法504条などほかの連邦法の救済手段が重複しない場合にのみ機能する。また、原告が以前に
IDEAに基づく行政救済を求めていれば、主張の本質がFAPEの拒否についてであるということ
が立証されやすくなるとした部分について、途中で方針が変わることはよくあることなので、判
断の材料にはならない。この2点について、差戻審を混乱させる可能性があるとして、法廷意見
のこれらの理由付けに同意しない57。

4　最高裁判決に対する評価
　これまで、ADAやリハビリテーション法504条を根拠に救済を求めてきた障害のある子どもに
とって、IDEAの求める行政手続を尽くす必要があったところが、本判決によってその不必要な
手続が省かれることになったため、本判決に対して好意的な評価がある58。FAPEについて判断
するためには、専門的知識が必要だが、それとは別の差別の主張を行うためには、行政手続が不
要となる。行政手続を尽くすためには原告に、時間、費用といった負担がかかるため、これは
小さな問題ではないとされる59。また、Rowley判決のような、サービスの提供を求める事件の場
合、ADA第Ⅱ編の規則60などを利用し、裁判を提起することができ、サービスの提供を受けるこ
とができうるのではないかということも指摘されている61。
　一方で本判決で残された課題も指摘される。Rowley判決やEndrew F.判決は障害のある子ど
もの教育について、障害のない子どもと同じ程度までアカデミックな成長をさせる教育という
ことを義務付けてはいないが、前述のように文言の異なるADAやリハビリテーション法504条で
は、それは差別とされる可能性がある。このような場合に、それを訴える子どもは、行政手続に
ついてどのようにすればよいのかが明らかにされていないという指摘がある62。
　また、FAPEを提供することの拒否に対する不服であっても、原告の請求がIDEAの規定して
いない損害賠償のみだった場合に、行政聴聞を尽くす必要があるかどうかについて、最高裁判決
は判断を示していないことも指摘されている63。そのような例は少ないということを説明しつつ
も、1415条（l）の文言やIDEA全体の趣旨から、このような訴訟を行政手続なしに認めることに
ついて肯定的にとらえる指摘がある64。
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おわりに

　Fry判決自体については、最高裁判決では十分に語られることのなかった残された課題もあ
り、アメリカ国内では今後も議論が続いていく部分もあると思われ、その議論の動向にも注目し
ていきたい。そして、本判決はアメリカ法特有の問題であり、日本における議論と異なる部分も
多いが、日本法における議論でも参考にできる可能性がある部分について指摘することで、結び
としたい。
　Fry判決においては、教育に関する法であるIDEAと、一般的な障害者差別を禁止するという
目的をもった法であるリハビリテーション法504条、ADA法との関係が問題となった。日本にお
いては、障害のある子どもの教育についての独立した法はなく、教育基本法や、学校教育法と
いった、一般的な教育に関する法によって、規定がなされている。憲法26条では、「その能力に
応じて、ひとしく教育を受ける権利」が提供されるとあり、また、教育基本法4条2項において
「国及び地方公共団体は、障害のある者が、その障害の状態に応じ、十分な教育を受けられるよ
う、教育上必要な支援を講じなければならない」と規定している。一方で行政手続法3条7号で
は、学校などおいて教育などの目的を達成するために、学生、生徒や保護者などに対してされる
処分や行政指導は行政手続法の適用除外とされており、学校と親との話し合いの実効的な場の形
成を阻害するといった指摘もある65。また、障害のある子どもの教育については、例えばインク
ルーシブ教育のあり方など、様々な形での議論がある。障害のある子の親からしても、親が良い
と考えている教育であっても、権利として、そのような内容の教育を受けることの主張をしづら
いという面がある。
　その点、Fry最高裁判決では、FAPEについての部分と、それ以外の設備などの部分に分けて
議論をしている。FAPEに関連する部分はIDEAに関わるが、それ以外は、差別禁止にかかると
いう議論の仕方である。日本においても学校における設備などと関連して、親などの主張する
教育の提供が拒否され、それが争いになる例は少なくない66。特別支援教育制度導入後に争われ
た、車いすを利用する生徒の中学校の学校選択に関する、奈良県下市町立中学校入学拒否事件67

においても、学校側は学校に階段が多いなどの設備の面を理由に入学を拒否していた。日本は
2014年に障害者権利条約68を批准し、2016年4月から施行された障害者差別解消法69は、7条におい
て、公立学校などを含めた行政機関に対し、「不当な差別的取扱い」の禁止、また「社会的障壁
の除去の実施について必要かつ合理的な配慮」を求めている70。
　教育の領域においての課題は多く、今後も議論を蓄積していかなければならない。

――――――――――――――
本論文は、科学研究費助成金（平成30年度～平成32年度基盤研究（C）（一般）「アメリカ障害
者教育法における発達障害のある子どもの教育を受ける権利について」（18K01271）に基づく
研究成果の一部をなすものである。
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